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第一部【企業情報】

 

第１【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第20期

中間連結会計期間
第21期

中間連結会計期間
第20期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上収益 (百万円) 71,530 81,733 146,856

税引前中間利益

又は税引前利益
(百万円) 1,556 2,382 3,139

親会社の所有者に帰属する

中間(当期)利益
(百万円) 1,147 1,624 2,314

親会社の所有者に帰属する

中間(当期)包括利益
(百万円) 1,654 1,576 3,880

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 18,054 20,851 20,240

総資産額 (百万円) 50,421 55,461 56,552

基本的１株当たり

中間(当期)利益
(円) 50.11 70.76 101.01

希薄化後１株当たり

中間(当期)利益
(円) 50.08 70.67 100.95

親会社所有者帰属持分比率 (％) 35.8 37.6 35.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,360 967 4,957

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △35 △332 △1,354

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,095 △2,320 △3,119

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高
(百万円) 7,311 6,278 7,974

 

(注１) 当社は要約中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記載

していません。

(注２) 上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS会計基準」という。）により作成された要約中間連結財務諸表及び連

結財務諸表に基づいています。

(注３) 各期に実施した企業結合について、取得日において取得原価の配分が完了していない場合には、暫定的な評価

に基づいて会計処理をしています。取得原価の配分を更新した企業結合については、取得原価の配分を取得日

に遡って修正しています。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

 

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判

断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

 
（1） 経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、AI関連需要の拡大などを背景に底堅さがみられる一方、各国の通商政策や

中国経済の減速懸念、中東情勢をはじめとする地政学リスク、金融資本市場の変動など、先行きの不確実性が継続して

います。

　日本経済は、雇用・所得環境や企業収益の改善を背景に、個人消費や設備投資に持ち直しの動きがみられ、景気は緩

やかに回復しています。一方、物価上昇による個人消費への影響や、中東情勢に伴うエネルギー価格の動向、金融資本

市場の変動など、先行きは依然として不透明な状況が継続していることから、今後もこれらの影響を注視していく必要

があります。

　このような状況の下、当社グループは、2026年５月に当連結会計年度を初年度とした新中期経営計画「WILL-being

2029」を発表し、戦略テーマである国内Working事業における正社員・外国人HRビジネスの拡大、海外Working事業にお

ける生産性を重視した収益力の強化等に取り組んだ結果、当中間連結会計期間における売上収益は過去最高となりまし

た。

　国内においては、主戦場とするエッセンシャル領域（※）において、重点戦略として推進する正社員派遣/請負、外

国人雇用支援、人材紹介の拡大に向け、採用力、事業基盤の強化に注力しました。また、国内における採用力強化、認

知度拡大を目的に、2023年７月より「WILLOF（ウィルオブ）」のブランドプロモーションを継続実施しています。2026

年６月より新たに白石麻衣さんを起用し、関東（一都六県）及び関西（二府四県）でテレビCMを実施したことに加え、

ウェブCM、SNS等を利用したプロモーション戦略を展開し、「WILLOF（ウィルオブ）」の認知率向上につながるなど、

戦略の効果は着実に現れています。

　海外においては、生産性を重視した収益力の強化を戦略テーマとして取り組み、国・領域別の収益性を踏まえた人員

の配置や採用計画の最適化を推進した結果、営業活動の効率化が進み、生産性が向上しました。上記の取り組みを通じ

て利益体質を強化することで、先行きが不透明な事業環境下でも持続的に収益を確保できる基盤づくりを推進していま

す。なお、為替影響は、為替レートが前年同期比で円安に推移したことにより、売上収益で4,650百万円、セグメント

利益で170百万円のプラス影響となりました。

以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上収益81,733百万円（前年同期比14.3％増）、営業利益2,491百万円

（同52.0％増）、税引前中間利益2,382百万円（同53.1％増）、中間利益1,599百万円（同40.6％増）、親会社の所有者

に帰属する中間利益1,624百万円（同41.5％増）、及びEBITDA（営業利益＋減価償却費及び償却費）は3,688百万円（同

41.3％増）となりました。

※　社会生活を維持するために必要不可欠、かつAI代替・自動化されにくい領域。一般的にエッセンシャルワーカーと

定義される領域を含む。

 
セグメント別の業績は、次の通りです。

 
①国内Working事業

国内におけるコンストラクション分野、セールス分野、ファクトリー分野、ヘルスケア分野等、エッセンシャル領域

を中心に、カテゴリーに特化した人材派遣、業務請負、人材紹介及び外国人雇用支援等の人材支援サービスを行う国内

Working事業については、正社員派遣/請負及び外国人雇用支援の拡大を背景に増収となりました（過去最高収益）。

利益面においては、正社員派遣/請負の採用強化及び、外国人雇用支援の基盤強化による在籍人数・支援人数の拡大

に加え、HR CAREER社における人材紹介の伸長による売上総利益の拡大を背景に、増益となりました。

以上の結果、国内Working事業は、外部収益46,988百万円（前年同期比9.9％増）、セグメント利益2,216百万円（同

25.6％増）となりました。
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②海外Working事業

主にオーストラリア、シンガポールにおいて人材派遣、人材紹介等を展開している海外Working事業については、為

替レートが前年同期比で円安に推移したことによるプラス影響（4,650百万円）に加え、シンガポール・その他におい

て、政府案件、IT関連案件に注力した結果、人材派遣及び人材紹介が好調に推移し増収となりました（過去最高収

益）。

利益面においては、収益性を踏まえた人員の配置や採用計画の最適化による営業効率の改善に加え、高付加価値案件

の獲得及びシンガポールの人材紹介の堅調な伸長により、売上総利益が拡大しました。また、プラスの為替影響も加わ

り（170百万円）大幅増益となりました。

以上の結果、海外Working事業は、外部収益34,706百万円（前年同期比20.9％増）、セグメント利益1,559百万円（同

35.5％増）となりました。

 
（2） 財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は29,493百万円となり、前連結会計年度末に比べ451百万円減少しました。

これは主に、その他の流動資産が778百万円、営業債権及びその他の債権が470百万円それぞれ増加した一方、現金及び

現金同等物が1,696百万円減少したこと等によるものです。

非流動資産は25,968百万円となり、前連結会計年度末に比べ640百万円減少しました。これは主に、その他の金融資

産が156百万円増加した一方、使用権資産が409百万円、その他の無形資産が282百万円それぞれ減少したこと等による

ものです。

以上の結果、総資産は55,461百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,091百万円減少しました。

 
（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は26,635百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,573百万円減少しまし

た。これは主に、借入金が965百万円、営業債務及びその他の債務が543百万円、未払法人所得税が198百万円それぞれ

減少したこと等によるものです。

非流動負債は8,070百万円となり、前連結会計年度末に比べ104百万円減少しました。これは主に、借入金が306百万

円増加した一方、その他の金融負債が370百万円、繰延税金負債が39百万円それぞれ減少したこと等によるものです。

以上の結果、負債合計は34,705百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,678百万円減少しました。

 
（資本）

当中間連結会計期間末における資本合計は20,755百万円となり、前連結会計年度末に比べ586百万円増加しました。

これは主に、利益剰余金が565百万円、自己株式が113百万円それぞれ増加したこと等によるものです。

以上の結果、親会社所有者帰属持分比率は37.6％（前連結会計年度末35.8％）となりました。

 
（3） キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末に比べ1,696百万円減少し、6,278百万

円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りです。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは967百万円の収入（前年同期は2,360百万円の収入）となりました。これは主

に、税引前中間利益の計上2,382百万円、減価償却費及び償却費1,197百万円等があった一方、法人所得税の支払額

1,000百万円、営業債権の増加額727百万円、営業活動その他による支出507百万円、営業債務の減少額340百万円等が

あったことによるものです。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは332百万円の支出（前年同期は35百万円の支出）となりました。これは主に、

貸付金の貸付による支出200百万円、有形固定資産及び無形資産の取得による支出149百万円等があったことによるもの

です。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは2,320百万円の支出（前年同期は2,095百万円の支出）となりました。これは主

に、長期借入れによる収入1,200百万円等があった一方、短期借入金の純減額1,050百万円、配当金の支払額1,017百万

円、長期借入金の返済による支出808百万円、リース負債の返済による支出738百万円があったことによるものです。

 

（4） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 
（5） 研究開発活動

該当事項はありません。

 
（6） 従業員数

当社グループは、前連結会計年度末に9,005人であった従業員数が、当中間連結会計期間末において9,832人となり、

827人増加しました。主に、国内Working事業において専門職社員の採用等により741人増加したことによるものです。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ウィルグループ(E30140)

半期報告書

 5/29



第３【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 63,360,000

計 63,360,000
 

 

②【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,118,900 23,118,900
東京証券取引所
(プライム市場)

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式
です。なお、単元株式数は
100株です。

計 23,118,900 23,118,900 ― ―
 

(注)　提出日現在発行数には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれていません。

 

（2）【新株予約権等の状況】

 
①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2026年８月24日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役及び執行役員　　 　 11

当社従業員　　　           　17

当社子会社取締役及び執行役員　10

当社子会社従業員　           54

新株予約権の数（個）　※ 4,366

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）　※ 普通株式　436,600（注１）

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,177（注２）

新株予約権の行使期間　※ 2030年７月１日～2036年９月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円）　※

発行価格　　1,187

資本組入額　　594

新株予約権の行使の条件　※ （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項　※ （注４）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ （注５）
 

　　※新株予約権証券の発行時（2026年９月24日）における内容を記載しています。

（注１）本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とす

る。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予

約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率
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また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式交付を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与株式数の調整を行う

ことができるものとする。

（注２）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、本新株予約権の発行にかかる取締役会決議日の前取引日である2026年８月21日の終値（取引が成

立していない場合はそれに先立つ直近取引日の終値）である金1,177円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

１

分割（または併合）の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

     
既発行
株式数

＋

新規発行株式数 × １株あたり払込金額

 
調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

新規発行前の１株あたりの時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にか

かる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

（注３）①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、2030年３月期から2032年３月期まで

のいずれかの事業年度において、当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算

書）に記載された営業利益が、6,500百万円を超過した場合にのみ、これ以降本新株予約権を行使することがで

きる。なお、上記における営業利益の判定に際しては、当社が提出した有価証券報告書における連結損益計算

書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）の数値を参照するものとし、決算期の変更、適用

される会計基準の変更、当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生した場合など、当該数値で

判定を行うことが適切ではないと当社取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該影響を排除

するための適切な調整を行うことができるものとする。また、当該連結損益計算書（連結損益計算書を作成し

ていない場合には損益計算書）に本新株予約権にかかる株式報酬費用が計上されている場合には、これによる

影響を排除した株式報酬費用控除前営業利益をもって判定するものとする。

②新株予約権者は、次の(ア)から(カ)のいずれかに該当した場合、行使期間中であっても、これ以降本新株予

約権（（カ）に該当した場合については、放棄する旨の申出があった部分に限る。）を行使することはできな

い。

(ア)拘禁以上の刑に処せられた場合

(イ)当社または当社の関係会社の就業規則その他の社内諸規則等に違反し、または、社会や当社または当社

の関係会社に対する背信行為があった場合において、これにより懲戒解雇または辞職・辞任したとき

(ウ)新株予約権者が当社または当社の関係会社の取締役または執行役員在任中、もしくは従業員として在職

中に、当社または当社の関係会社の業務命令によらず、もしくは当社または当社の関係会社の書面によ

る承諾を事前に得ず、当社または当社の関係会社以外の会社その他の団体の役員、執行役員、顧問、従

業員等になった場合

(エ)当社の取締役会において、当社または当社の関係会社に対して損害またはそのおそれをもたらした場合

その他本新株予約権を付与した趣旨に照らし権利行使を認めることが相当でない場合に該当するとの決

議がされたとき

(オ)死亡した場合

(カ)当社または当社の関係会社の承諾を得て、当社所定の書面により本新株予約権の全部または一部を放棄

する旨を申し出た場合
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③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使をすることはできない。

⑤各本新株予約権１個未満の行使をすることはできない。

（注４）譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

（注５）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、（注１）に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

（注２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、（注５）③に従って決定される当該

新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日か

ら「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

イ．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り上げるものとする。

ロ．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ．記載の資

本金等増加限度額から、上記イ．に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧その他新株予約権の行使の条件

（注３）に準じて決定する。

⑨新株予約権の取得事由及び条件

イ．当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総

会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日

の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

ロ．新株予約権者が権利行使をする前に、（注３）に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなっ

た場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

⑩その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

－ 23,118,900 － 2,222 － 2,366
 

 

（5）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

池田　良介 東京都港区 3,879,028 16.78

株式会社池田企画事務所 東京都港区 2,007,500 8.69

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社(信託口)

東京都港区赤坂１丁目８－１
赤坂インターシティＡＩＲ

1,319,600 5.71

大原　茂 東京都渋谷区 1,310,610 5.67

ＢＢＨ　ＦＯＲ　ＦＩＤＥＬＩＴＹ　
ＬＯＷ－ＰＲＩＣＥＤ　ＳＴＯＣＫ　
ＦＵＮＤ
(常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀
行)

２４５　ＳＵＭＭＥＲ　ＳＴＲＥＥＴ　
ＢＯＳＴＯＮ，　ＭＡ　０２２１０　
Ｕ．Ｓ．Ａ．
(東京都千代田区丸の内１丁目４番５
号　決済事業部)

1,037,774 4.49

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 841,300 3.64

ウィルグループ従業員持株会
理事長 吉田博明

東京都中野区本町１丁目３２－２ ハー
モニータワー２７階

553,325 2.39

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 371,700 1.61

角　裕一 千葉県柏市 365,329 1.58

平　良一 福島県郡山市 350,000 1.51

計 ― 12,036,166 52.07
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（6）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － ― ―

議決権制限株式(自己株式等) － ― ―

議決権制限株式(その他) － ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 5,500

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

230,690
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式23,069,000

単元未満株式
普通株式

― ―
44,400

発行済株式総数 23,118,900 ― ―

総株主の議決権 － 230,690 ―
 

(注１) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式４株が含まれています。

(注２) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「役員向け株式交付信託」が保有する当社株式83,048株(議

決権の数830個)が含まれています。なお、当該議決権830個は、議決権不行使となっています。

 
 

②【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ウィルグループ

東京都中野区本町一丁目
32番２号

5,500 － 5,500 0.02

計 ― 5,500 － 5,500 0.02
 

(注)「役員向け株式交付信託」が保有する83,048株は、上記の自己株式等に含まれていません。
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当中間会計期間における役員の異動は、次の通りです。

（1）新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

就任年月日

取締役 村上　秀夫 1976年５月９日生

2002年８月 株式会社セントメディア（現　株式会

社ウィルオブ・ワーク）入社

2012年４月 同社　事業部長

2015年４月 同社　取締役就任

2023年４月 同社　代表取締役社長就任（現任）

当社　執行役員　国内戦略本部　

本部長就任

株式会社ウィルオブ・コンストラク

ション　取締役就任（現任）

2026年４月 WILL GROUP Asia Pacific Pte. Ltd.　

Director就任（現任）

2026年６月 当社取締役 COO就任（現任）
 

（注） 85,507 2026年６月27日

 

（注）取締役の任期は、就任の時から2027年３月期に係る定時株主総会終結の時までです。

 

（2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　　男性6名　女性3名（役員のうち女性比率　33.3％）
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第４【経理の状況】

 
１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成して

います。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第１

編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30日

まで)に係る要約中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けています。
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１【要約中間連結財務諸表等】

（1）【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  7,974 6,278

営業債権及びその他の債権  20,305 20,775

その他の金融資産  249 245

その他の流動資産  1,414 2,193

流動資産合計  29,944 29,493

非流動資産    

有形固定資産  1,405 1,334

使用権資産  4,897 4,487

のれん  9,856 9,850

その他の無形資産  6,381 6,099

その他の金融資産 ９ 1,690 1,847

繰延税金資産  2,322 2,308

その他の非流動資産  53 40

非流動資産合計  26,608 25,968

資産合計  56,552 55,461
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  20,101 19,557

借入金 ９ 3,356 2,391

その他の金融負債 ９ 1,450 1,528

未払法人所得税  909 710

その他の流動負債  2,390 2,446

流動負債合計  28,208 26,635

非流動負債    

借入金 ９ 2,624 2,931

その他の金融負債 ９ 3,873 3,502

繰延税金負債  1,126 1,087

その他の非流動負債  551 550

非流動負債合計  8,175 8,070

負債合計  36,384 34,705

資本    

資本金  2,222 2,222

資本剰余金  △2,096 △2,157

自己株式  △198 △85

その他の資本の構成要素  3,460 3,454

利益剰余金  16,852 17,418

親会社の所有者に帰属する持分合計  20,240 20,851

非支配持分  △72 △96

資本合計  20,168 20,755

負債及び資本合計  56,552 55,461
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（2）【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

売上収益 ４、６ 71,530 81,733

売上原価  56,169 62,843

売上総利益  15,360 18,889

販売費及び一般管理費 ７ 13,829 16,510

その他収益  109 124

その他費用  2 12

営業利益 ４ 1,638 2,491

金融収益  18 29

金融費用  101 138

税引前中間利益  1,556 2,382

法人所得税費用  418 782

中間利益  1,137 1,599

中間利益の帰属    

親会社の所有者 ８ 1,147 1,624

非支配持分  △10 △24

１株当たり中間利益    

基本的１株当たり中間利益（円） ８ 50.11 70.76

希薄化後１株当たり中間利益（円） ８ 50.08 70.67
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【要約中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

中間利益  1,137 1,599

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産

 △8 △17

純損益に振り替えられることのない項目合計  △8 △17

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  516 △30

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  516 △30

税引後その他の包括利益  507 △47

中間包括利益  1,644 1,551

中間包括利益の帰属    

親会社の所有者  1,654 1,576

非支配持分  △10 △24
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（3）【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

(単位：百万円)

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
 資本金 資本剰余金 自己株式

その他の
資本の構成
要素合計

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

2025年４月１日残高  2,217 △2,068 △204 1,912 15,536 17,392 △32 17,359

中間利益  － － － － 1,147 1,147 △10 1,137

その他の包括利益  － － － 506 － 506 0 507

中間包括利益合計  － － － 506 1,147 1,654 △10 1,644

剰余金の配当 ５ － － － － △1,015 △1,015 － △1,015

自己株式の処分  － △1 6 － － 5 － 5

株式報酬取引  4 13 － － － 18 － 18

企業結合等による変動  － － － － － － － －

支配喪失による変動  － － － － － － － －

支配継続子会社に対する
持分変動

 － － － － － － 0 0

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 － － － △8 8 － － －

所有者との取引額合計  4 11 6 △8 △1,007 △992 0 △992

2025年９月30日残高  2,222 △2,056 △198 2,411 15,676 18,054 △42 18,012
 

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(単位：百万円)

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
 資本金 資本剰余金 自己株式

その他の
資本の構成
要素合計

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

2026年４月１日残高  2,222 △2,096 △198 3,460 16,852 20,240 △72 20,168

中間利益  － － － － 1,624 1,624 △24 1,599

その他の包括利益  － － － △47 － △47 0 △47

中間包括利益合計  － － － △47 1,624 1,576 △24 1,551

剰余金の配当 ５ － － － － △1,016 △1,016 － △1,016

自己株式の処分  － 6 113 － － 119 － 119

株式報酬取引  － △67 － － － △67 － △67

企業結合等による変動  － △0 － － － △0 － △0

支配喪失による変動  － － － － － － 0 0

支配継続子会社に対する
持分変動

 － － － － － － 0 0

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 － － － 41 △41 － － －

所有者との取引額合計  － △61 113 41 △1,058 △965 0 △965

2026年９月30日残高  2,222 △2,157 △85 3,454 17,418 20,851 △96 20,755
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（4）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間利益  1,556 2,382

減価償却費及び償却費  971 1,197

株式報酬費用  18 47

営業債権の増減額（△は増加）  △318 △727

営業債務の増減額（△は減少）  521 △340

営業活動その他  △221 △507

小計  2,527 2,051

利息及び配当金の受取額  17 27

利息の支払額  △73 △110

法人所得税の支払額  △111 △1,000

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,360 967

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △209 △149

投資有価証券の売却による収入  203 38

貸付金の貸付けによる支出  － △200

投資活動その他  △29 △22

投資活動によるキャッシュ・フロー  △35 △332

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  △819 △1,050

長期借入れによる収入  2,000 1,200

長期借入金の返済による支出  △1,717 △808

リース負債の返済による支出  △614 △738

配当金の支払額  △1,016 △1,017

政府補助金による収入  63 89

財務活動その他  8 4

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,095 △2,320

現金及び現金同等物に係る為替変動の影響額  146 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  375 △1,696

現金及び現金同等物の期首残高  6,936 7,974

現金及び現金同等物の中間期末残高  7,311 6,278
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社ウィルグループ(以下「当社」という。)は、日本に所在する株式会社です。その登記されている本店及び主

要な事業所の住所は、ホームページ(https://willgroup.co.jp/)で開示しています。当社の要約中間連結財務諸表は、

2026年９月30日を期末日とし、当社及びその子会社(以下「当社グループ」という。)により構成されています。

当社グループの事業内容及び主要な活動は、注記「４．事業セグメント」に記載しています。

 
２．作成の基礎

（1） IFRS会計基準に準拠している旨

当社の要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべ

て満たしているため、同第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しています。

要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の

連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

本要約中間連結財務諸表は、2026年11月９日に取締役会によって承認されています。

 
（2） 測定の基礎

当社グループの要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価を基礎とし

て作成しています。

 
（3） 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示しています。日本円で表示しているす

べての財務情報は、百万円未満を切り捨てて記載しています。

 
（4） 見積り及び判断の利用

IFRS会計基準に準拠した連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用

の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定をすることが義務付けられています。ただし、実際の業績はこれ

らの見積りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しています。会計上の見積りの改定は、見積りが改定された会計期間

及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸表から変更

ありません。

 
３．重要性がある会計方針

当社グループの要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸

表において適用した会計方針と同一です。
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４．事業セグメント

（1）報告セグメントの概要

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営

意思決定者が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社グループは、地域別に国内Working事業と海外Working事業を事業セグメントとしており、報告セグメントはこれ

らと同一です。報告セグメントに含まれないその他事業セグメントには、開発中の小規模な事業である民間・地方自治

体向けDX推進支援事業等を含みます。

各報告セグメントの主な事業の構成は以下の通りです。

 
報告セグメント 事業内容

国内Working事業

主に国内におけるエッセンシャル領域（コンストラクション、セールス、ファクトリー、ヘ

ルスケア等の各分野）を中心に、カテゴリーに特化した人材派遣、業務請負、人材紹介及び

外国人雇用支援等の人材支援サービスを行っています。

海外Working事業 主にオーストラリア、シンガポールを中心に、人材派遣・人材紹介等を行っています。

 

 
（2）報告セグメント情報

当社グループの報告セグメントによる利益は、営業利益をベースとした数値です。

報告セグメントごとの収益及び業績の情報は以下の通りです。

 
前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

     (単位：百万円)

 報告セグメント

その他
調整額
(注２)

連結
財務諸表
計上額 

国内Working
事業

海外Working
事業

計

売上収益       

外部収益 42,767 28,717 71,485 44 － 71,530

セグメント間収益(注１) 6 － 6 1 △8 －

計 42,774 28,717 71,492 46 △8 71,530

セグメント利益 1,765 1,150 2,915 △154 △1,122 1,638
 

(注１)　セグメント間収益は、通常の市場価格に基づいています。

(注２)　セグメント利益の調整額△1,122百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各事業セグメントに配分し

ていない全社費用△1,122百万円が含まれています。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理

費です。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

     (単位：百万円)

 報告セグメント

その他
調整額
(注２)

連結
財務諸表
計上額 

国内Working
事業

海外Working
事業

計

売上収益       

外部収益 46,988 34,706 81,694 38 － 81,733

セグメント間収益(注１) 8 1 9 0 △10 －

計 46,997 34,707 81,704 38 △10 81,733

セグメント利益 2,216 1,559 3,776 △181 △1,103 2,491
 

(注１)　セグメント間収益は、通常の市場価格に基づいています。

(注２)　セグメント利益の調整額△1,103百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各事業セグメントに配分し

ていない全社費用△1,103百万円が含まれています。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理

費です。
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５．配当金

配当金の支払額は以下の通りです。

 
前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

決議 株式の種類
配当の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年６月21日
定時株主総会

普通株式 1,015 44 2025年３月31日 2025年６月23日
 

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

決議 株式の種類
配当の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2026年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,016 44 2026年３月31日 2026年６月29日
 

 
６．売上収益

分解した収益の内訳は以下の通りです。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

国内Working事業   

 人材派遣 30,206 31,838

 業務請負 8,924 10,288

 人材紹介その他 3,637 4,861

 合計 42,767 46,988

海外Working事業   

 オーストラリア 18,280 21,373

 アジア他 10,437 13,332

 （うち、シンガポール） （9,185） （12,031）

 合計 28,717 34,706

 人材派遣 24,937 30,180

 人材紹介その他 3,780 4,525

 合計 28,717 34,706

その他 44 38

合計 71,530 81,733
 

(注)　アジア他には、シンガポール、マレーシア、欧州等を含めています。
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７．販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費の内訳は以下の通りです。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

従業員給付費用 8,712 10,133

求人費 1,593 2,169

減価償却費及び償却費 943 1,183

その他 2,580 3,024

合計 13,829 16,510
 

 
８．１株当たり中間利益

基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益の算定上の基礎は以下の通りです。

   

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

基本的１株当たり中間利益算定上の基礎   

親会社の所有者に帰属する中間利益(百万円) 1,147 1,624

親会社の普通株主に帰属しない中間利益(百万円) － －

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する
中間利益(百万円)

1,147 1,624

期中平均普通株式数(千株) 22,907 22,954

基本的１株当たり中間利益(円) 50.11 70.76

希薄化後１株当たり中間利益算定上の基礎   

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する
中間利益(百万円)

1,147 1,624

中間利益調整額(百万円) － －

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用する
中間利益(百万円)

1,147 1,624

期中平均普通株式数(千株) 22,907 22,954

新株予約権による普通株式増加数(千株) 12 29

希薄化後の期中平均普通株式数(千株) 22,920 22,984

希薄化後１株当たり中間利益(円) 50.08 70.67

希薄化効果を有しないため、希薄化後１株当たり
中間利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

2018年２月
取締役会決議による
新株予約権　3,710個
普通株式　371,000株

2018年２月
取締役会決議による
新株予約権　3,710個
普通株式　371,000株

 

(注)　株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式交付信託」に残存する自社の株式は、１株当

たり中間利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。１株当たり中間利

益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前中間連結会計期間202,271株、当中間連結会計期間

158,626株です。
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９．金融商品の公正価値

（1） 公正価値の測定方法

金融商品の公正価値のヒエラルキーは、以下の通り分類しています。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格

レベル２：レベル１以外の、直接又は間接的に観察可能な価格で構成されたインプット

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプット

金融商品の公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識して

います。

 
公正価値の算定方法

(株式及びSAFE投資)

非上場株式及びSAFE投資の公正価値の測定にあたり、主に時価純資産法により、公正価値を算定しています。

(敷金保証金)

将来キャッシュ・フローを合理的と考えられる期間及び利率で割り引いた現在価値により算定しています。

(貸付金)

貸付金は、変動金利によるもので、短期間で市場金利が反映されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっています。

(借入金)

短期借入金は、短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま

す。長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額によっています。固定金利によるものは、将来キャッシュ・フローを新規に同様の契約

を実行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。

(デリバティブ)

取引先金融機関から提示された価格等の観察可能なインプットに基づいて算定しています。

(非支配持分に係る売建プット・オプション)

非支配持分に係る売建プット・オプション負債は、将来キャッシュ・フローを割り引く方法により、公正価値を見

積もっています。

 
（2） 公正価値で測定していない金融商品

公正価値で測定していない金融資産及び負債の公正価値及び連結財政状態計算書における帳簿価額は以下の通りで

す。

(単位：百万円)

 

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

公正価値で測定していない資産     

敷金保証金 995 950 999 957

貸付金 300 300 500 500

公正価値で測定していない負債     

借入金 5,980 5,980 5,322 5,322

非支配持分に係る売建プット・オ
プション

65 65 65 65
 

なお、公正価値で測定していない金融商品のうち、流動資産・流動負債に分類される営業債権及びその他の債権、そ

の他の金融資産、営業債務及びその他の債務、その他の金融負債(リース負債を除く)の帳簿価額は公正価値に近似して

いるため、上表には含めていません。

敷金保証金及び貸付金、借入金の公正価値ヒエラルキーは、レベル２に区分されます。
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（3） 公正価値で測定する金融商品

経常的に公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下の通りです。また、非経常的に公正価値で測

定している金融資産及び金融負債はありません。なお、公正価値ヒエラルキーのレベル１とレベル２の間の重要な振替

はありません。

 
前連結会計年度(2026年３月31日)

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

    

SAFE投資 － － 27 27

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

    

株式 87 － 277 364

合計 87 － 304 392
 

 
当中間連結会計期間(2026年９月30日)

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

    

SAFE投資 － － 10 10

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

    

株式 69 － 265 334

合計 69 － 275 344
 

レベル３の株式に係る公正価値の測定は、公正価値測定の評価方針及び関連する社内規程に従い実施しています。公

正価値の測定に際しては、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクをもっとも適切に反映できる評価技法及びイン

プットを用いています。

レベル３に分類される金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場

合の公正価値の増減は重要ではありません。
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レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表は以下の通りです。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

期首残高 928 304

利得及び損失合計 17 △3

純損益 － －

その他の包括利益 17 △3

取得 － 20

処分 △93 △38

その他 0 △6

期末残高 852 275
 

レベル３に分類されている金融資産は、主に事業シナジーのあるHRTech関連の非上場株式等により構成されていま

す。当社グループは、投資先との取引関係の維持、強化による収益基盤の拡大を目的とする長期保有の株式について、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定しています。

 
10．後発事象

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月９日

株式会社ウィルグループ

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　田　　宏　　高  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 牟　　田　　隆　　平  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ウィル

グループの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月

30日まで)に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間

連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ

ビューを行った。

 

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ウィルグ

ループ及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定(社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。)に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、経営者が清算若しくは事業停止の意図があるか、又はそれ以

外に現実的な代替案がない場合を除いて、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を開示する必要が

ある場合には当該事項を開示する責任がある。

 
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 

 

(注１) 上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しています。

(注２) XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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